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令和 7年 予算審査特別委員会（個別質疑） 

 

1 開 催 期 日   令和7年3月7日（金）  午前10時00分から午前11時58分 

 

2 開 催 場 所   市役所5階 本会議場 

 

3 出 席 委 員   青木崇委員長、佐藤敏男副委員長、坂本覚委員、滝久美子委員、稲田保子委員、 

            桜井芳信委員、野村幸宏委員、佐々木百合香委員、鶴谷聡美委員、松本亜美里委員、 

            児玉正輝委員、阿部勝義委員、藤田豊委員、小玉淳子委員、大迫彰委員、山本博己委員、 

            人見哲哉委員、永井桃委員、小田島雅博委員、川崎彰治委員、中川昌憲委員 

 

4 欠 席 委 員   なし 

 

5 委 員 外 議 員   なし 

 

6 市 側 出 席 者 

 

【企画部】 

 企画部長           千 葉 直 樹       政策広報室長         福 田   誠 

 企画課長           下 野 直 章       企画課参事          牛 島 裕 幸 

 都市計画課長         大 西 康 文 

 

【総務部】 

 総務部長           尾 崎 英 輝       総務部次長          寺 岡   純 

 総務課長           高 嶋 真 一       職員課長           佐 藤   亮 

 危機管理課長         緑 川 節 生 

 

【財務部】 

 財務部長           高 橋 直 樹       財政課長           亀 山 貴 宏 

 税務課長           近 藤 将 雄       債権管理課長         山 田 真 耶 

 契約管財課長         花 田 秀 樹 

 

【建設部】 

 建設部長           中 垣 和 彦       建設部次長          庄 司 直 義 

 

【会計室】 

 会計室長           三 上 勤 也       会計課長           木 村 公 也 

 

【監査委員事務局】 

 監査委員事務局長       新 田 邦 広       監査委員事務局次長      山 田 仁 史 
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【選挙管理委員会事務局】 

 選挙管理委員会事務局次長   高 嶋 真 一 

 

【教育部】 

 教育部長           吉 田 智 樹       教育部理事          鹿 野 秀 一 

 社会教育課長         木 村 洋一郎 

 

7 事  務  局 

 事務局長           砂 金 和 英       議会事務局次長        佐 藤 直 人 

書記             金 田 侑 也 

 

8 傍  聴  者   1名 

 

9 案     件   議案第19号 令和7年度北広島市一般会計予算 

            議案第20号 令和7年度北広島市国民健康保険事業特別会計予算 

            議案第21号 令和7年度北広島市霊園事業特別会計予算 

            議案第22号 令和7年度北広島市介護保険特別会計予算 

            議案第23号 令和7年度北広島市後期高齢者医療特別会計予算 

            議案第24号 令和7年度北広島市水道事業会計予算 

            議案第25号 令和7年度北広島市下水道事業会計予算 

 

 

 

 

 

青木委員長 

 ただいまから予算審査特別委員会を開会します。 

 本日の日程は、審査方法等協議資料に記載のとおりであります。各委員にご協力をいただき、日程どおり審査を進

めたいと思いますので、よろしくお願いいたします。 

 審査に入る前に、質疑の方法について確認いたします。質疑は、提出いただいた通告にのっとり行っていただきま

す。回数は3回までといたします。質疑の順番は、挙手していただき、委員長が指名した順とします。通告をした全

ての委員の質疑終了後に、各委員は1項目についてのみ質疑を行うことができます。ただし、回数は1回といたしま

す。通告し、質問を行わなかった場合は、取下げなどの確認は行いませんので、質問に漏れがないようご留意いただ

きますようよろしくお願いいたします。なお、総括質疑を行う場合には、留保する必要がありますので、その旨発言

されますようお願いいたします。 

 また、質疑及び答弁は簡潔にお願いいたします。 

 なお、傍聴の取扱いについては、申合せにより許可いたします。 

 それでは、 

 議案第19号 令和7年度北広島市一般会計予算 

 議案第20号 令和7年度北広島市国民健康保険事業特別会計予算 

 議案第21号 令和7年度北広島市霊園事業特別会計予算 

 議案第22号 令和7度北広島市介護保険特別会計予算 

議事の経過 
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 議案第23号 令和7年度北広島市後期高齢者医療特別会計予算 

 議案第24号 令和7年度北広島市水道事業会計予算 

 議案第25号 令和7年度北広島市下水道事業会計予算 

 以上7件を一括して議題といたします。 

 初めに、一般会計予算の歳入の質疑を行います。 

 質疑のある方は挙手願います。 

 山本委員。 

 

山本委員 

 私からは、予算書の42ページの寄附金についてお尋ねします。 

 この寄附金の歳入の項目を見てみますと、一般寄附金で 7 億円、総務費の寄附金で 606 億円、土木費の寄附金で

132万 1千円のほかは、民生費、農林水産費は 1千円と教育費は 4千円というような寄附金の予算になっているわけ

ですね。この一般寄附金と総務費の寄附金については、突出して億単位で出ているんですけれども、これのまず歳入

の見込みについて、どういう考えで予算が組まれているのかをお聞きしたいと思います。 

 それから、次に、それぞれの事業費目ごとの寄附金を見てみますと、土木費が132万1千円というほかは、僅か数

千円というような形の予算組みになっているんですけども、これはどういう考えでこういう形になっているのかをお

聞かせ願いたいと思います。 

 

青木委員長 

 下野企画課長。 

 

下野企画課長 

 ただいまの山本委員のご質問にお答え申し上げます。 

 令和 7 年度の総務費寄附金 7 億円についてでありますが、こちらにつきましては個人版ふるさと納税ということ

で、これまでの実績や伸び率を勘案しまして、この金額で予算計上させていただいているところでございます。 

 費目別の予算のうち、土木寄附金以外の1千円という分ですけれども、こちらにつきましてはそれぞれ個人版ふる

さと納税による寄附を見込んでいるところでございますが、年度当初において、各目的別の寄附の割合の見込みが難

しいことや実務上の負担軽減を図る観点から、便宜上当初予算では1千円としているところでございます。 

 以上であります。 

 

青木委員長 

 庄司建設部次長。 

 

庄司建設部次長 

 私のほうから、土木寄附金につきましてご答弁させていただきます。 

 土木寄附金につきましては、住まい創生サポート事業におきまして、本年度構築した空家流通促進デジタルプラッ

トフォームの運用に当たり、北広島不動産協会からの寄附金を受ける予定であるため、増額となっているところでご

ざいます。 

 以上でございます。 

 

青木委員長 

 山本委員。 
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山本委員 

 そうしますと、一つは総務費の寄附金というのが6億円を見込んでいるわけですけども、これは昨年4億円を見込

まれているので、伸び率で6億円が見込めるという考え方なんでしょうか。 

 そうすると、費目ごとの寄附金については、昨年の実績を踏まえて今年度の寄附金の見込みというのを、考え方を

同じにすると、そういう形で費目を組むべきじゃないかなと思うんですけれども、その点について1点お聞かせ願い

たいのと、もう一つは土木費の寄附金については不動産協会から132万円が見込まれているということですけども、

これはあらかじめ事業費、支出に対してこの不動産協会からの寄附金があって、この寄附金を基にして事業を行うと

いう仕組みになっているんでしょうか。 

 

青木委員長 

 下野課長。 

 

下野企画課長 

 ただいまのご質問に、土木費以外の部分についてお答え申し上げます。 

 まず、総務費寄附金のうち、こちらの6億円という部分については、企業版ふるさと納税の寄附ということになっ

ておりまして、こちらにつきましては令和 4年度の実績を基に計上しているということでございます。7億円で計上

している分が個人版ふるさと納税ということになってございます。 

 ただいまの費目別に予算要求すべきではないかということですけども、個人版のふるさと納税につきましては、現

在利用しているサイト及び支払区分によりまして、毎月仲介事業者 15 社から調定を起案しているということでござ

います。こちら、さらに九つの目的別に調定を起案すると、毎月135件の調定書を起案するということになります。 

 また、寄附金につきましては、当該年度の事業の一般財源に充当する部分と、基金に積み立てる部分がありますの

で、事務処理誤りを含めた事務負担の軽減を図り、簡素な執行管理とするために、今回も補正予算として提案をさせ

ていただいておりますが、当初予算においては 1 千円としまして 12月末締めで整理した内容をもって、第 1回定例

会において一括して各寄附金の振替ということを行っているところでございます。 

 以上であります。 

 

青木委員長 

 庄司次長。 

 

庄司建設部次長 

 土木寄附金の用途についてでございますけれども、それにつきましては、今年度構築しました空家流通促進デジタ

ルプラットフォームの運営委託の委託費に充当するというものでございます。 

 以上でございます。 

 

青木委員長 

 山本委員。 

 

山本委員 

 総務費以外の品目については、省力化ということで補正でまとめてやるということは理解します。 

 それで、土木費については、デジタルプラットフォームの事業というのは具体的にどこが事業を行うという形なん

でしょうか。そうすると、寄附金をもらったところと事業実施するというところがイコールになっていくという関係

なんでしょうか。 
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 ちょっとそこら辺のところが寄附金の運用としてどうなのかなという気もするんですけども、そこら辺についてお

聞かせ願いたいと思います。 

 

青木委員長 

 庄司次長。 

 

庄司建設部次長 

 空家流通促進デジタルプラットフォームの委託につきましては、今年度構築いたしました事業者のほうの委託とい

うことで、不動産協会のほうはそのプラットフォームを利用するという形でございますので、寄附のほうを頂くとい

う予定になっているところでございます。 

 以上でございます。 

 

青木委員長 

 ほかにございませんか。 

 佐々木委員。 

 

佐々木委員 

 私のほうからは、歳入のうち市税について伺います。予算書は18ページです。 

 市税収入のうち、個人市民税について 2023 年度の決算の実績と見比べますと、これまでの実績に最低賃金の上昇

を加味されたものかなというふうにも思うんですけれども、今後の見通しについてお伺いします。 

 それから、入湯税の増加について、インバウンドなどの影響もあって市内に来訪される方が本当に増えたと思いま

すが、入湯税についてコロナ禍前の水準に戻ったのかを確認いたします。 

 

青木委員長 

 近藤税務課長。 

 

近藤税務課長 

 それでは、私のほうからご回答させていただきます。 

 まず、1点目の個人市民税の予算と今後の見通しについてということですけれども、令和 7年度の個人市民税に係

る歳入予算につきましては26億4,560万8千円でありまして、今年度の現時点での決算見込額24億5千万円から約

1 億 9 千万円の増額を見込んでおり、この増加の主な要因につきましては、今年度実施されました定額減税の終了に

伴う増額となっております。 

 また、個人市民税の今後の見通しにつきましては、今後人口の減少による税収の減少も考えられるところでござい

ますけれども、課税対象者の方の所得の増加ですとか、また、定年年齢の延長などによりまして、当分の間は現状と

同等程度の税収を維持できるものと考えております。 

 次、2点目の入湯税の増加についてでございますけども、入湯税に係る歳入予算につきましては 3,017万 6千円で

ありまして、今年度の決算見込額2,970万円から47万6千円の増加を見込んでおります。 

 入湯税につきましては、コロナ前の平成 30 年度の決算額が 2,980 万円でありまして、その後、令和 2 年度には

1,470 万円まで落ち込みましたが、その後、市内の各温泉施設で徐々に利用客が戻り、今年度でコロナ前と同等の状

況まで税収が回復したというような状況でございます。 

 また、この間、エスコンフィールドが開業いたしまして、本市を訪れる方が大きく増加していること、また球場内

に温泉施設を伴う宿泊施設ができたことなどによりまして、今年度からの増額を見込んだところでございます。 
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 以上でございます。 

 

青木委員長 

 ほかにございませんか。 

 鶴谷委員。 

 

鶴谷委員 

 歳入、2点、伺います。 

 まず、ゲートパーク使用料です。予算書25ページです。 

 予算額としては、481 万 9千円ということで計上があります。駅西口広場のゲートパーク、市民などが多様な活動

や過ごし方のできる場を提供し、にぎわいの創出と交流の促進を図ることを目的として設置されます。この4月から

条例が施行されるということで、条例について可決しているところです。その条例の中で、使用時間等は5月から11

月ということで、午前9時から午後9時までというふうにあります。 

 質問ですけれども、こちらのゲートパークについて、現時点の使用に関する問合せ状況はどのようになっているの

か伺います。また、予算計上がありますけども、何件程度、何時間程度、どのような利用を見込んでの予算計上とな

っているのか、伺います。 

 次の質問です。歳入、学校施設体育館の開放使用料について質問します。予算書は27ページです。 

 北広島市学校施設の開放をしようということで、予算額103万3千円が計上されています。実績から見込んだ予算

と推察しますが、利用状況について、利用数や推移について伺います。 

 過去の使用料の推移を、資料をめくってみましたところ、令和5年度の決算は103万円で、令和3年の頃はコロナ

禍を経てというところもあって、53万2千円ということになっていました。 

 以上です。答弁をお願いいたします。 

 

青木委員長 

 牛島企画課参事。 

 

牛島企画課参事 

 鶴谷議員のご質問にお答えします。 

 使用料に関する問合せの、ゲートパークの使用に関する問合せにつきましては、令和7年4月から電子申請による

受付を開始するところでありますが、既にゲートパークへの利用を検討されている方、キッチンカーの方だとかイベ

ント会社だとか地域の関係者も含め、多数の、多くにわたる企業の方から問合せを今いただいている状況になってい

ます。 

 次に、歳入の根拠につきましては、前年度実績や同様の事例がないことから、5月 1日から 11月 30日までの利用

期間で、全区画の貸付けを行った場合の稼働率5割を見込んで計上しております。 

 以上でございます。 

 

青木委員長 

 木村社会教育課長。 

 

木村社会教育課長 

 私のほうから、学校施設体育館開放使用料についてお答えさせていただきます。 

 まず、使用団体ですけれども、先ほどお話のあった令和5年度は使用団体が前期で37団体、後期で57団体、その
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うち社会教育関係団体ですとか、高校生以下のお子さんたちが主になっている団体ということで、5 割の減免を受け

ている団体が前期で29団体、それから後期では47団体という状況になっております。 

 また、令和6年度につきましても主要団体が前期で39団体、それから後期56団体、またそのうち減免を受けてい

る団体が前期で31団体、後期で47団体となっており、推移としては同程度の団体数で推移しているところでありま

す。 

 以上であります。 

 

青木委員長 

 鶴谷委員。 

 

鶴谷委員 

 では、再質問いたします。 

 ゲートパーク使用料について伺います。予算の根拠についてなど、理解いたしました。問合せも多数あるというこ

とで、この後、雪が解けてからの活用、どのように利用されるのか、また見ていきたいと思います。 

 再質問ですけれども、このゲートパークのエリアに関して、使用料が入ってくることに対して、維持管理費用とい

うのはどのようなものが発生することになるのか、伺います。 

 学校施設の開放使用料について再質問です。北広島市学校施設開放使用料条例を見ますと、まず、学校教育に支障

のない範囲で市民の利用に供するための開放ということで、施設の使用料を徴収するというふうにあります。使用料

については、屋内運動場を対象として1時間540円ということで条文にもあります。 

 昨今、いろんな物価高の影響で、施設を利用している主に子どもたちが活動する団体をサポートしている保護者の

方から使用料の増額などを心配する声が寄せられていますが、使用料徴収に関しては学校施設の体育館に限らず、市

ではいろいろありますけども、それらも含めて使用料の徴収の見直しに関して、現時点でどのような考えで検討して

いくのか、見解を伺います。 

 以上です。 

 

青木委員長 

 牛島参事。 

 

牛島企画課参事 

 ゲートパークの維持管理費につきましては、水道料金、使用料徴収に係るクレジット決済手数料及び管理用のウェ

ブカメラ使用料を令和7年度の当初予算に計上しているところであります。 

 以上です。 

 

青木委員長 

 亀山財政課長。 

 

亀山財政課長 

 鶴谷委員の再質問にお答え申し上げます。 

 市の公共施設、この学校開放も含めました公共施設の使用料ですとか事務の手数料につきましては、「使用料・手

数料の設定基準」に基づいて、その料金の算定などがされているところでありまして、この基準におきましては料金

の見直しを原則として3年ごとに行うこととしております。今後の料金改定につきましては、受益と負担の公平性を

確保するという観点から、令和7年度中に施設の維持管理費など実態調査を行いまして、現在のコストに係ります使
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用料金の算定を行った上で、物価高騰などの社会経済情勢ですとか、公共施設の利用促進というような面なども考慮

しつつ、令和8年度以降、適正な使用料について検討を進めていくということを考えております。 

 以上であります。 

 

青木委員長 

 ほかにございませんか。 

 藤田委員。 

 

藤田委員 

 それでは、簡潔に5点ほどお聞きしたいと思います。昨年も聞いているのと同じ項目ですけど、確認の意味を込め

てお聞きいたします。 

 まず、最初にゴルフ場利用税交付金、予算書 22ページ。ゴルフ場利用税交付金の 6年度の実績と 7 年度の見込み

はどうだったのか、説明をお願いします。 

 次に、地方消費税交付金、22 ページ。地方消費税交付金が 8％から 10％になったことで、市への今年度の増額分

は幾ら計上したのか、ご説明願います。 

 次に、ホームページ広告料、49 ページ。市のホームページのバナー広告の令和 7 年度の件数は何件を見込んでい

るのか、説明をお願いします。 

 これは、ページ数なしで二つ質問します。 

 幼保無償化、3歳から 5歳までが無償化になったということで、その分が市に予算上では増額分になっていると思

いますが、令和7年度は幾ら分として計上したのか、説明願います。 

 最後に、今回Fビレッジにおける令和7年度の税収はどれくらいを見込んだのか、説明願います。 

 以上です。 

 

青木委員長 

 亀山課長。 

 

亀山財政課長 

 藤田委員のご質問のうち、ゴルフ場利用税、それから地方消費税交付金、幼保無償化による市の歳入への影響につ

いて、3点お答え申し上げます。 

 ゴルフ場利用税交付金についてですけれども、令和6年度実績はまだ確定していないところではありますけれども、

ゴルフ場利用者数の実績などから、令和5年度決算から微減となります1億9,200万円程度を見込んでいるところで

あります。 

令和 7年度予算につきましては、国の地方財政計画におきまして、前年度比 2.0％減と示されているところであり

ますけれども、本市におきましては、F ビレッジを活用した周遊観光の促進などの取組により、ゴルフ場利用者数は

堅調に推移するものと考えておりますことから、令和6年度決算見込額からやや増額を見込み、当初予算額において

2億円計上しているというところであります。 

 次に、地方消費税交付金の税率改正による影響についてでありますけれども、消費税率 8％であったときの令和元

年度と比較いたしますと、令和7年度予算では約4億3千万円増額として計上しているところであります。 

 次に、幼保無償化に係ります財源、歳入についてでありますけれども、令和元年 10 月から実施されております幼

児教育・保育の無償化に要する地方負担分の財源につきましては、令和2年度から地方財政計画によりまして、地方

交付税の算定基礎となります基準財政需要額の中に算入されているところであります。令和7年度におけます算定基

礎の具体的な内訳が示されていないため、無償化分の額というのを区分して算出はしていないところでありますけれ
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ども、基準財政需要額のうち、この無償化分が含まれております子ども子育て費の額につきましては、無償化分が算

定に含まれていない令和5年度の需要額と比較しますと、おおむね3億3千万円増額として計上しているところであ

ります。 

 以上であります。 

 

青木委員長 

 加藤広報課長。 

 

加藤広報課長 

 私のほうからは、市ホームページのバナー広告についてお答え申し上げます。 

 令和7年度における市のバナー広告につきましては、市が広告主と個別に契約するのではなく、ホームページの広

告枠を一括して広告代理店等に貸し付けることとしており、掲載件数につきましては現在の掲載件数を上回るものと

考えております。 

 以上であります。 

 

青木委員長 

 近藤課長。 

 

近藤税務課長 

 私のほうからは、市税に関する部分でFビレッジ内での税収見込みについてお答えをさせていただきます。 

 F ビレッジ内における令和 7 年度の税収見込みにつきましては、法人市民税、固定資産税、都市計画税、入湯税を

合わせまして、1億1,500万円の税収を見込んでおります。 

 また、今年度、令和6年度のFビレッジ内での税収につきましては、約1億円を見込んでおりまして、令和7年度

につきましては、今年度、令和6年度から法人数の増加ですとか、あとシニアレジデンスの開業、また入湯税の増加

などによりまして、全体で1,500万円の増加を見込んだところでございます。 

 以上でございます。 

 

青木委員長 

 藤田委員。 

 

藤田委員 

 それでは、再質問を2点だけします。 

 ゴルフ場利用税なんですけれども、一応減額ということで、コロナのときに一時ゴルフブームみたいになって、一

気に利用者が伸びたんですけど、これが落ち着いたのかなと思うんですけれども、今後の見込みとしまして交流人口

が年々増えていくということも含めまして、このゴルフ利用税は、市としては大体横ばいで推移するというふうに見

ているのか、今後の見通しについて言える範囲でお答えください。 

 次に、ホームページ広告料ですけど、一応広告代理店に新年度から貸付けするという、運営方法を変えるというこ

とでしたけど、それによって、広告収入がある程度増えると見込んでいるのかどうか、現段階での考え方をお示しく

ださい。 

 

青木委員長 

 亀山課長。 
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亀山財政課長 

 藤田委員の再質問のうち、ゴルフ場利用税についてお答え申し上げます。 

 ゴルフ場利用税ですけれども、コロナ感染症によります行動制限等の影響もありまして、令和2年度に減少したん

ですけれども、その後3密を回避できるスポーツとしての認知の高まりもありまして、回復基調に転じているところ

であります。 

 令和6年度につきましては、気象状況の影響ですとか物価高騰の影響もありまして、前年度比で微減となっている

ところでありますけれども、令和7年度以降につきましては、国におきまして持続可能な形での観光立国の復活を目

指した取組を進めているというところで、インバウンドについても順調に回復しているところ、またさらに拡大して

いくことが期待されていることでありますから、ゴルフ場の利用者数にも好影響が見込まれるところであります。 

 以上です。 

 

青木委員長 

 加藤課長。 

 

加藤広報課長 

 ホームページバナー広告の広告料につきましては、令和6年度同等またはそれ以上の収入があるものと考えており

ます。 

 以上であります。 

 

青木委員長 

 以上で通告による質疑を終わります。 

 ほかに質疑はございませんか。 

（「なし」と呼ぶものあり） 

 

青木委員長 

 以上で歳入の質疑を終了いたします。 

 暫時休憩いたします。 

 

休 憩  午前10時28分 

再 開  午前10時28分 

 

青木委員長 

 休憩を解き、再開いたします。 

 次に、歳出のうち議会事務局所管の議会費の質疑を行います。 

 議会経費への通告はありません。質疑はございませんか。 

（「なし」と呼ぶものあり） 

 

青木委員長 

 以上で議会事務局所管分の質疑を終了いたします。 

 暫時休憩いたします。 
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休 憩  午前10時29分 

再 開  午前10時29分 

 

青木委員長 

 休憩を解き、再開いたします。 

 次に、企画部、財務部及び会計室所管の総務費、公債費、諸支出金、予備費、継続費、債務負担行為及び地方債の

質疑を行います。 

 質疑のある方は挙手願います。 

 児玉正輝議員。 

 

児玉委員 

 都市計画事業に関する質問をいたします。予算書は79ページで、附属資料29ページになります。 

 まず、今年度、令和7年度の交通量調査の調査箇所について質問いたします。 

 また、2 点目としまして、エスコン球場の試合日における交通量の調査なんですけれども、聞いたところ、今まで

も行っていないと聞いているんですけれども、これの交通量調査の対応等についてお聞きしたいと思います。よろし

くお願いします。 

 

青木委員長 

 大西都市計画課長。 

 

大西都市計画課長 

 児玉委員の道路計画事業の交通量調査についてお答え申し上げます。 

 まず、令和7年度の交通量調査の調査箇所についてでありますが、国道36号と市道大曲幸通線、道道仁別大曲線、

市道輪厚中の沢線、市道広島線との交差点の4か所、羊ヶ丘通におきまして、市道大曲幸通線、道道仁別大曲線、市

道大曲工場4号線との交差点の3か所の合計7か所の交通量調査を予定しております。 

 二つ目に、エスコン球場の試合日における交通量調査の対応についてでございますが、エスコンフィールドでの野

球試合日における交通量調査の対応については、道路計画事業の交通量調査につきましては、まず道路交通量の経年

変化を把握しまして、道路網の計画や整備、把握の検討、評価等の検討資料とするために、まず1年のうち交通量の

平均的な9月上旬の平日に毎年調査を実施しております。野球試合日につきましては、この平均的な交通量を調査す

ることができないことから、現在は調査の対象としていないところでございます。 

 以上でございます。 

 

青木委員長 

 児玉委員。 

 

児玉委員 

 以前から気になっているんですけど、市民のアンケート調査等からは、試合日の球場周辺の市道の渋滞が結構ひど

いので、何らかの対策は取れないのかという意見も聞いております。令和 6 年の球場というか、BP の訪問者という

のは400万人ぐらいということで、試合日につきましては200万人を超える人が車等でも来ているということになる

んですけれども、やはりこれから渋滞対策、いかに民間の駐車場も活用していくかということもいろいろあると思う

んですけれども、そういう交通対策等を考えていくにおいては、特に土日だと思いますけれども、試合日に例えば北

進通の入り口というんですかね、北進通と大曲通の交差点の右折、左折、直進車というか、そういう車の台数等もい
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ろいろ確認した中で、今後の対策を取っていかなきゃいけないんじゃないかなと思いますので、なかなか今現在やっ

ている定点というか、そういうところでの推移を見ていくというものも当然重要だと思いますけれども、かなり大き

な施設ができたわけですので、どこかそういう場所でちゃんと交通量調査を把握して、そして、それを今後の市内の

市道のいろんな渋滞対策等も含めて、そういうのに生かしていく必要があるかなと思いますので、何とかそういう調

査をやっていただきたいと思いますけれども、今後何か考えているところがあれば、お伺いしたいと思います。 

 

青木委員長 

 大西課長。 

 

大西都市計画課長 

 児玉委員の再質問にお答え申し上げます。 

 まず、試合日の交通量調査、渋滞等のことにつきましては、ボールパークの道路交通検討会に参画しています道路

管理者を含めた関係機関において、検討する内容と考えております。その中で、必要に応じまして、道路交通検討会

の中で交通量調査が必要であれば、そういった形で実施するものと考えているところでございます。 

 以上でございます。 

 

青木委員長  

 ほかにございませんか。 

 小玉淳子委員。 

 

小玉委員 

 私からは、高等学校等通学費助成事業、予算書75ページ、附属資料は17ページになります。 

 2点伺いますが、今年度については物価高騰対策ということで、1万 2千円を超えた額の助成を 3分の 1から 2分

の1に引き上げていただいたと思うんですけれども、それが令和7年度も継続されて行われるのか、お聞きします。 

 2 点目が公共交通の費用も上がっていると思いますので、申請件数についても少し増えているんじゃないかと思う

んですけれども、令和6年度のこれまでの申請件数についてどれぐらいあるのか、伺います。 

 

青木委員長 

 下野課長。 

 

下野企画課長 

 小玉委員のご質問にお答え申し上げます。 

 高校生の通学費助成につきましては、当初、国の物価高騰対策の交付金を使って、月額通学費用のうち1万2千円

を超えた分を4分の1から2分の1に引き上げたところでございますが、令和6年度、また令和7年度以降につきま

しては、国の交付金を活用せず、市の一般財源でもって2分の1の分の助成を継続していくこととしております。 

 令和6年度の申請件数についてでありますが、現在最終の整理を行っているところでございますが、過去5年平均

で140件であった申請が現在160件以上となっております。子どもの数が減少する中、公共交通のバスの値上げ等も

ございまして、相対的には増加傾向にあると認識しております。 

 以上であります。 

 

青木委員長 

 ほかにございませんか。 
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 大迫委員。 

 

大迫委員 

 1点、お伺いいたします。 

 予算書75ページ、UIJターン新規就業支援事業でございます。 

 これは、新たに子ども1人につき最大100万円が加算されるとありました。最大100万円ですので、これは年齢に

よって加算額に違いはあるのか、お伺いいたします。 

 

青木委員長 

 下野課長。 

 

下野企画課長 

 大迫委員のご質問にお答え申し上げます。 

 移住支援金の子ども加算についてでありますが、18 歳未満の子ども 1 人につき 100 万円を加算するものとなって

おりまして、対象年齢によって加算額の違いは設定しておりませんので、子ども1人につき100万円の支給を行うと

いうことで予算計上してございます。 

 以上であります。 

 

青木委員長 

 大迫委員。 

 

大迫委員 

 1人につき100万円というのはかなり大きな金額であると思います。 

 今回、この予算でどれぐらいの人数、世帯を予想しているのか、また、支援金の支払いは転入後すぐなのか、数か

月後なのか、いつ頃を予定しているのかをお伺いいたします。 

 

青木委員長 

 下野課長。 

 

下野企画課長 

 再質問にお答え申し上げます。 

 予算の積算の考え方ですけれども、過去の実績を参考に単身世帯 3件、こちらについては 1件 60万円となってい

ます。家族世帯につきましては、2件100万円となっておりまして、このうち18歳未満の子どもにつきましては4名

を見込んで計上してございます。 

 移住支援金の支給時期ですけれども、申請者からの書類が整い次第、北海道のほうに申請をして、内示をいただい

てからの支給というふうになります。 

以上であります。 

 

青木委員長 

大迫委員。 
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大迫委員 

 分かりました。 

 この新たな施策ですけども、今までと違うやり方ですけど、この周知というのは、今までは北海道のやつに一緒に

乗っかってやっていましたけども、子ども1人につき100万円というのは大きな金額ですので、これをやはり周知し

なければいけないということで、北海道だけじゃなくて市単独でも、SNS 等を活用して周知していただくよう要望い

たします。 

終わります。 

 

青木委員長 

 ほかにございませんか。 

 永井委員。 

 

永井委員 

 まず、公共施設等総合管理計画改定事業です。予算書73ページの附属資料43ページで、企画運営費と、あと作成

等委託料の詳細と改定内容について伺います。 

 続いて、地域公共交通計画推進事業です。予算書75ページの附属資料29ページです。 

 運転免許証返納高齢者への助成の拡充についての見解と、公共交通事業者との今後の協議、検討はどのようになっ

ているのか、また公共交通網の充実について伺います。 

 三つ目の高等学校等通学費助成事業は、先ほどほかの委員の答弁で理解いたしましたので、今後も一般財源を使っ

て継続的に、こちら2分の1助成を行っていっていただきたいと思いますけれども、見解を伺います。 

 

青木委員長 

 花田契約管財課長。 

 

花田契約管財課長 

 永井委員の質問にお答えいたします。 

 公共施設等総合管理計画改定事業における委託内容についてでありますが、現計画において記載のある基礎数値等

の更新、中長期的な公共施設の維持管理経費の試算、数値目標の設定等のほか、市の方針に対するアドバイザー業務、

その他文書作成等レイアウトや構成に関する業務を想定しております。 

 また、改訂内容につきましては、現在、学識経験者や関係団体等で構成する検討委員会にて議論を進めているとこ

ろであり、市が抱える課題や将来的な公共施設の在り方を整理した上で、計画の策定を進めることとしております。 

 以上でございます。 

 

青木委員長 

 下野課長。 

 

下野企画課長 

 永井議員のご質問にお答えを申し上げます。 

 初めに、地域公共交通計画推進事業についてでありますが、運転免許返納高齢者への助成の拡充についてでありま

すけれども、こちらにつきましては、各年度に配布しました助成券の利用率が平均して約 80％前後であることから、

現時点において助成額の拡充については考えていないところでございます。 

 公共交通の2点目、今後の協議、検討状況ということですけれども、今後も引き続き市内の交通事業者と継続的に
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意見を行うとともに、市地域公共交通活性化協議会を開催しまして、持続可能な公共交通網について議論を行ってま

いります。なお、今年度につきましては計画にも記載をしてございますが、令和 5 年 4 月に路線再編をしました、

「さんぽまち・東部線」の効果検証を行うこととしております。 

 続きまして、高校生の通学費助成の関係ですけれども、こちらにつきましては当面この事業を継続してまいりたい

と考えております。 

 以上であります。 

 

青木委員長 

 永井委員。 

 

永井委員 

 では、公共施設等の関係ですが、先日、2 月 27 日に第 1 回の検討委員会が開かれておりましたよね。私も傍聴に

行ったんですけれども、その中で第1回目ということで、大幅なところでの話合いだったかと記憶しておりますけれ

ども、話し合われた内容について報告をお願いいたします。 

 その中で、私も傍聴している中で、どうもこの資料などを見ますと、市の資料からも載っていたんですけれども、

現計画は全ての施設において存続と位置づけているところを今後は統廃合や複合化を検討していく土台に載せていく

ということも具体的にしていく必要があるということが示されておりますので、話を聞く限りでは、私個人の考えと

しては、統廃合ありきというか、そういう方向性を市は持っているのかなと考えたんですけれども、その辺について

の市の見解を伺いたいと思います。 

 地域公共交通計画推進事業のほうですが、運転免許を返納されている方々はやっぱりバスを使ったりタクシーを使

ったりしておりますけれども、こちらはバス路線のことにも関わるんですけれども、今後の公共交通事業者との協議

等に関わるんですけれども、やっぱりバス路線がどんどん減便されていって、私自身も先日、輪厚地域のほうに行く

用事があって車がなかったものですから、行こうと思いましたら、予定の時間に間に合わない時間しかバスの時間が

なく、結局ほかの方の車に乗せていってもらったということがありました。 

 やはり車を持っていない方にとっては、大変この市内を移動するというのもかなり大変な状況だということは皆さ

んも存じていると思いますけれども、その辺について、バス路線の公共交通網の充実というところを以前より私ども

でお願いしているような、エコバスなどの運行なども含めた検討をしていっていただきたいと思いますけれども、見

解を伺います。 

 

青木委員長 

 花田課長。 

 

花田契約管財課長 

 再質問にお答えいたします。 

 2 月 27 日に開催しました第 1 回検討委員会につきましては、本市の公共施設において、各委員が日頃感じている

ことや考えていることを共有した上で、次期計画策定に向けた方向性の検討、数値目標の捉え方などを議論したとこ

ろであります。また、本市の公共施設の現状の課題、具体的な課題としましては、人口急増期の昭和 40 年代から 50

年代にかけて集中的に整備が行われたことにより、多くの施設で老朽化が進行し、今後一斉に更新時期が到来すると

見込まれております。そのため、地域計画においては施設の維持管理方針をより具体的に検討していく必要があると

考えているところであります。 

 以上であります。 
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青木委員長 

 下野課長。 

 

下野企画課長 

 地域公共交通の今後の検討についてでありますが、既に委員の皆さんへご案内のとおり、移動の担い手の不足とい

うことで、若年者の減少であったり、また若年者においても運転免許を取らない人が増えてきているということで、

非常に危機的な状況ということで考えております。こうした中、委員からご指摘がありましたエコバスも含めて、幅

広な方策を検討していくということになろうかと考えております。 

 以上であります。 

 

青木委員長 

 ほかにございませんか。 

 佐々木委員。 

 

佐々木委員 

 私からは、市政執行30周年事業、予算書81ページ、附属資料43ページについて、まず伺います。 

 カントリーサインのデザイン選考について、長く使われるまちの顔であることから、新聞報道を見た市民から既に

期待の声が寄せられるなど、関心が高いなと感じております。以前、小学校の統合が団地地区であった際に、新しい

校歌を作るとき、子どもたちや保護者、そして地域の方から入れてほしいキーワードなどを募集し、それを生かした

校歌が作られて、校歌のお披露目会にはたくさんの市民が学校に集まって、新しい学校の校歌ができたこと、そして

これから新しい歴史を刻んでいくことをお祝いしました。こういったプロセスがすごく大事になるかなと思うんです

ね。 

 質問なんですけど、選考段階において、市民からこういう要素を入れてほしいという声を集めたり、有力な候補作

品数点から人気投票を行って参考にするなど、住民が参加できるようなプロセスを経ることで、デザインに納得感と

親しみを持ってもらうことができると考えるんですけれども、選考の手法について伺います。 

 もう1点、お伺いいたします。駅西口周辺エリア活性化事業、予算書77ページ、附属資料28ページです。 

 複合施設のオープンに伴って、エリア内のバリアフリーや運用面など、使い始めて初めて分かる改善要望が見えて

くるのではないかと考えます。エルフィンパークから直結したという立地に加えて、市外からの来訪者も多く訪れる

ことが予想されるため、管理者の違いが分からないまま、改善要望が寄せられることが予想されます。 

 要望を受け取った際には、関係する事業者と情報を共有していただきたいんですけども、複合施設開業後の情報共

有や連携についてはどのように行うのか、確認いたします。 

 

青木委員長 

 加藤課長。 

 

加藤広報課長 

 私のほうから、カントリーサインにつきましてお答え申し上げます。 

 カントリーサインのデザインにつきましては、昨年実施しましたイメージ調査の結果を踏まえながら、カントリー

サインに関する懇話会でデザインの公募要領等の確認を行いながら、デザインの募集を行っていきたいと考えており

ます。また、選考方法につきましても、懇話会でご意見を伺いながら、人気投票を含め、検討してまいります。 

 以上であります。 
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青木委員長 

 牛島参事。 

 

牛島企画課参事 

 私のほうから、施設等に関するお気づきの点についてお話しさせていただきます。 

 ゲートパークに関することに関しては市役所へ、複合交流拠点施設トナリエ北広島とエルフィンパークに直結する

歩行者デッキに関することは施設を所有する日本エスコンへ、お問い合わせいただくものと認識しております。 

 なお、今回の開発では、行政と民間事業者が組み合わさってエリアを形成していることから、お互い連携に必要な

部分につきましては、適宜情報交換を行いながら対応を図ってまいりたいと考えております。 

 説明は以上になります。 

 

青木委員長 

 佐々木委員。 

 

佐々木委員 

 カントリーサインのデザインについては、市民に愛されるものとなるように期待しております。 

 駅西口周辺エリア活性化事業について再質問したいと思います。 

 補助金、助成金、賛助金として9億9,100万円の予算が計上されているんですけれども、この支払先について、ま

た施設が完成した後も続く性質の予算なのか、確認させてください。 

 

青木委員長 

 牛島参事。 

 

牛島企画課参事 

 予算なんですけれども、今回の補助金がスマートウェルネス住宅推進事業の補助金が9億9,100万円、これは国と

市と同額で財政支援を行うものですから、半分が市の負担、半分が国の、後から補助金として入ってくる部分も含め

て、市が一括して事業者のエスコンに支払うものとなっています。これは、令和6年から令和8年の今の事業、市有

地敷地Bでやっているマンションと、複合の生活利便機能とか保育所だとかが入っている部分の工事になりますので、

そちらが令和6年から令和8年までの工事になりますので、令和6年から令和8年の出来高、工事の進捗率によって

支払う状況になっております。 

 以上でございます。 

 

青木委員長 

 ほかにございませんか。 

 鶴谷委員。 

 

鶴谷委員 

 2点、質問いたします。 

 まず、市街地整備計画事業について伺います。こちら、予算書は79ページ、附属資料は28ページです。 

 予算書のほうに委託費が計上されていますが、こちらの予算における事業内容と、また委託費について、併せて説

明をお願いいたします。 

 次に、地域活性化政策補助事業について伺います。予算書は79ページ、附属資料は40ページです。 
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 予算額が増額となっています。昨年度の予算では250万円だったところ、令和7年度の予算計上は4,455万円とい

うことです。企業版ふるさと納税を財源とした補助金を交付して、事業者が持つ専門性や人的資源を活用した地域活

性化に資する取組を促進すると資料のほうにあります。対象事業は、補足として北海道イノベーションラボというこ

とで掲載がありました。事業提案から審査を経て採択した事業ということで、その事業費から計上された予算と認識

していますが、この予算に係る事業内容について、まず伺います。 

 また、この事業は本市の地域活性化にどのように生かされるものとなるのか、採択の経過や理由等についても併せ

て伺います。 

 以上です。 

 

青木委員長 

 大西課長。 

 

大西都市計画課長 

 鶴谷委員の市街地整備計画事業につきまして、答弁いたします。 

 まず、市街地整備計画事業の事業内容につきましては、都市計画マスタープラン第2次に基づきまして、主に都市

計画の変更、用途地域であったり、地区計画の変更等の都市計画の変更を行っているところでございます。 

 続いて、委託費の内容についてでございますが、先ほど申し上げました用途地域や都市計画道路などの都市計画の

情報がインストールされているパソコンが都市計画課に 1 台ございます。そのパソコンの OS、マイクロソフト社の

Windows10及びエクセル等の Officeのサポートが今年の 10月に終了しますことから、パソコンの更新とシステムの

移行、システム内の都市計画情報のデータ更新を委託料に計上しているところでございます。 

 以上でございます。 

 

青木委員長 

 下野課長。 

 

下野企画課長 

 地域活性化政策補助事業についてでありますが、まず初めに、令和6年度の予算150万円なんですけれども、こち

らにつきましては世界一健康なまちづくり事業ということでのこちらの予算であったと。今年度につきましては、委

員からのお話がございました北海道事業構想イノベーションラボという事業でありまして、対象の事業が異なるとい

うことでございます。 

 こちら、北海道事業構想イノベーションラボについてありますが、こちらにつきましては事業構想大学院大学とい

う大学院を運営する学校法人先端教育機構からご提案をいただきまして、内容としましては事業構想大学院が北広島

市にある企業をはじめ、道内外の企業の経営者、幹部候補生、若手社員や意欲のある市民などを対象に、社会人研究

員として募集をしまして、この集まった研究員が自社の新規事業の開発であったり、地域課題の解決の事業構想計画

というものを策定するということを目的としまして、大学院側が講義・研究支援を行う内容となっております。 

 採択の経過についてありますが、こちらにつきましては事業者のほうから提案を受けまして、市の行財政改革推進

委員会において審議を行い、その委員会においても採択すべきということで、企業版ふるさと納税の募集を行い、寄

附金が集まったという経過となってございます。 

 また、採択の理由についてでありますが、企業版ふるさと納税を活用するということで、市の地域再生計画に記載

されている事業であることが要件となっておりますけれども、市の地域再生計画において創業と雇用の促進に向け、

大志を抱く多様な人材が自らの能力を十分に発揮し、活躍できる環境の実現を図る事業というものを搭載しておりま

すので、こちらに合致をするということであります。 
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 この事業実施によりまして、チャレンジ精神を持った多様な人材が北広島市に集まる、そういった環境をつくると

いうことと、研究員同士のネットワークから生まれる新たなプラットフォームであったり、市がイノベーションする

ときの拠点となるという、そういった事業効果を期待しているところでございます。 

 以上であります。 

 

青木委員長 

 鶴谷委員。 

 

鶴谷委員 

 再質問します。 

 市街地整備計画事業についてです。都市計画マスタープラン第2次に即した取組の中での端末の更新ということで、

理解いたしました。 

 都市計画マスタープランのほうには、上位計画である総合計画や北海道が定める都市計画区域の整備、開発及び保

全の方針との見直しとも連動していて、計画期間が同じであることから必要に応じて見直しを行うと資料のほうに掲

載があります。個別の課題などで見直しなど、課題とかが明確になったときには、適宜部分改定などを行っていくと

いうことで、また必要に応じて、適切にフォローアップを行うというのもあります。 

 こちらの都市計画マスタープランについて、見直しや課題の検討などについて、これからどのように進めていくの

か、伺います。 

 次に、地域活性化政策補助事業についてです。事業に関して、また本市の地域活性化への反映というところで説明

についておおむね理解いたしました。 

 市ホームページのほうで掲載されている資料によりますと、この北海道事業構想イノベーションラボの事業の概算

事業費総額は 1 億 3,365 万円ということで、多額な本当に大きな予算規模の事業なんだなということを拝見しまし

た。 

 市において採択した事業で補助金を交付するこの地域活性化に対する企業版ふるさと納税を公募して、寄附が集ま

った範囲内で補助金を交付するということを資料などで確認しているんですけども、こちら、見込む寄附が集まらな

かった場合の事業の実施や予算の確保についてどのように取り組むことになるのか、確認いたします。 

 

青木委員長 

 大西課長。 

 

大西都市計画課長 

 私のほうから、まず都市マスの改定、見直しについて今のスケジュール等についてお答え申し上げます。 

 まず、委員がお伝えいただきました総合計画、あと区域マスタープラン、こちらが北海道で定めているものですが、

こちらが都市マスの上位計画となってございます。現在、北海道におきまして半導体関連企業の立地を含めた中で、

令和8年までに区域マスの見直しが行われると聞いているところでございます。 

 総合計画につきましても、来年度から本格的な見直しが行われることから、その中で土地利用も含めた中で、都市

計画マスタープラン第2次の改定を予定しているところでございます。 

 以上でございます。 

 

青木委員長 

 下野課長。 
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下野企画課長 

 鶴谷委員の再質問にお答え申し上げます。 

 まず、委員のご指摘のありました計画の必要な予算額1億3,365万円という金額ですけれども、こちらにつきまし

ては、提案としては3か年を実施したいということで、各年度約4千万円程度ということになってございます。 

 そのうち、今回、令和7年度予算として提案させていただいた金額につきまして、今年度は実施ができるというこ

とになりますので、2 年目以降のプロジェクト費用について、さらに今後企業がふるさと納税を募集していくという

ことになります。 

 こちらの事業につきまして、予算が最低な実施可能金額に達しない場合は、事業はできないということになります。 

 以上であります。 

 

青木委員長 

 ほかにございませんか。 

 山本委員。 

 

山本委員 

 私からは、まず、UIJターン新規就業支援事業についてお伺いします。 

 今、大迫委員のほうから質問があって、内容は示されたと思うんですけれども、問題は北海道全体として北海道に

呼んでこようという形での事業の組立てに、北広島市もこれに参画するという形の事業組立てになっているわけです

けれども、そうすると、北広島市に独自に呼んできていただくための様々な工夫をしないと、北海道でこういういろ

んな補助事業をつくったというだけでは、北海道全体の間で今度はどういうふうに来ていただくのか、移住していた

だくのかという形になるんですけども、市としての、北広島市に来ていただくというための独自の取組として、どう

いうものを考えているのか、考えをお聞かせ願いたいと思います。 

 それから、駅西口周辺エリア活性化事業なんですけども、これ、今まで一般質問でもいろいろ質問したんですけれ

ども、これまで進んできている事業の内容について C・D 地区、これからの、今行っている事業以降の事業について

の取組の考え方について、お聞かせ願いたいと思います。 

 それから、それに向けての住民に対する説明等はどう考えているのか、それから、今、市が所有している公有地を

中心に事業展開を進めているんですけれども、前に質問した中では私有地も含めても視野に入れているというふうな

考え方を示していたんですけれども、そこら辺の活用について現段階ではどういうふうに考えられているのか、お聞

かせ願いたいと思います。 

 それから、地域活性化政策補助事業なんですけれども、これ、今、鶴谷委員のほうから質問があって示されたと思

うんですけども、事業内容を見てみますと、要は学生20名を研究員ということですけども、学生20名を学生として

事業構想大学院大学に入学してもらうと、入学用の学費をこの事業として補助するというか、事業として見ていくと

いうのが非常に大きな金額で、学費180万円を20名に配付するということも含めて4,450万円、これを学生として、

大学院として3年間やってくということで、1億3,365万円という事業計画になっているわけですね。 

 先ほどは、社会人の研究員を雇用して北広島市の活性化に貢献するというようなご説明でしたけれども、本当にこ

れが北広島市として多額の4,455万円の費用をかけてやるような事業なのかというところは、もっと検討が必要なん

じゃないかなという気がするんですけれども、その点についてお聞かせ願いたいと思います。 

 それで、この地域活性化政策補助金補助事業については、昨年は250万円ということで、世界一健康のまちづくり

事業ということでもあったんですけれども、寄附金を募集しているのはもう一つ、市民みんながディレクター事業と

いう二つの事業をやっているんですけども、これはもう募集を終了しましたということになっているんですよね。 

 令和6年度の事業がこの地域活性化事業で行われたということで、事業の実績がどうなのかと、その成果が北広島

市の地域活性化に資することになったのかというところの評価をどういうふうに考えているのか、お聞かせ願いたい
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と思います。 

 それから、令和7年度については、北海道事業構想イノベーションラボという事業のほかに、Japan City Sports 

Expo in HOKKAIDOですとか、北広島市をロケーションとした映画制作による観光振興、また人生100年現役フィット

ネス事業などが北広島市の事業として寄附金を募集中だということで出されているんですけれども、これらの事業の

寄附の状況というんですかね、このイノベーションラボだけを今回の事業としてやったという、予算事業として載せ

ているという理由はどうなのかというところをお示し願いたいと思います。とりあえず、1 回目はそれでお願いした

いと思います。 

 

青木委員長 

 下野課長。 

 

下野企画課長 

 私のほうから、UIJターン地域活性化政策補助事業についてお答え申し上げます。 

 まずこのUIJターン新規就業支援事業ですけども、委員ご指摘のとおり、北海道全体で取り組んでいる事業となっ

ておりまして、現在、136自治体のほうが実施をしているということでございます。 

 こちらの事業について、国が 2分の 1、道が 4分の 1を持つということは非常に費用対効果が高い事業と考えてお

りまして、こちらを実施しているということです。今回、子ども加算ということで一部増額をしておりますけども、

移住フェアなどにおいて、ラピダスの関係もありまして移住の候補地として千歳市、恵庭市と比較をされている状況

ということですので、これら他市と同じような制度を持っていくということで、本市への移住への確立を高めていき

たいということでございます。 

 また、実際の移住に係る市の独自の取組ということですけれども、移住フェアの中でいろいろ聞くのはやはり子育

て環境だったり、子どもの通学だったり、教育環境、あるいは除排雪、あるいは住まいの問題といったことが示され

ております。単に、移住時の支援金ということではなくて、移住した後の生活がより魅力的なものとなるよう、こち

らのプロジェクトのほうを実施していくということで考えております。 

 続きまして、地域活性化政策補助事業ですけれども、こちらにつきましては、これまでもご説明してきております

けれども、企業版ふるさと納税でこういった事業の趣旨に賛同していただいた企業からの寄附をもって実施をしてい

るということでございます。 

 先ほど、鶴谷委員のところでもご答弁しましたが、地域再生計画において創業と雇用を促進し安心して働くまちを

つくる事業、「大志をいだく多様な人材が自らの力を十分発揮し活躍できる環境の実現を図る事業」ということで市

としても掲げておりますので、こちらに合致をしているものと考えております。 

 続きまして、事業の成果についてでありますが、当課所管の世界一健康なまちづくりにつきましては、個人の指輪

型のウェアラブルデバイスを配布しまして、行った結果、速報ではありますけれども、歩行数、歩く歩数については

増加をしたということで、初期の目標が達成されているということでございます。睡眠についてでありますが、なか

なかこちらのほうがちょっと伸びておりませんで、ただ、睡眠セミナーを受講した方については 30 分程度伸びてい

るということで、市民の健康への動機づけにつながっているものと考えております。 

 また、3 点目、なぜこの事業のみを当初予算要求をしたのかということなんですけども、こちらにつきましては当

初予算の編成時までに寄附金の寄附があったからということになっておりまして、他の事業については、そこまでの

寄附が至っていないということであります。 

以上であります。 

 

青木委員長 

 牛島参事。 
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牛島企画課参事 

 私のほうからC・D地区の計画及び民有地の状況について説明させていただきます。 

 市有地 C・D の計画についてでありますが、先行して市有地 D の活用について周辺民有地の地権者とともに意見交

換を今行っております。具体的な事業内容について、現在、調査・研究をしているところであります。 

 当該事業の進め方につきましては、これまでの開発と同様に、まず、具体的な整備内容を示した個別事業計画案を

作成し、議会や市民説明会において説明を図ってまいりたいと考えております。 

 次に、民有地の進め方につきましては、パートナー企業と作成しました駅西口周辺エリア活性化整備計画において、

駅西口周辺エリア内の民有地を含む一体的なエリア活性化方策を、民有地権者と対話等を通じ、課題解決に向けて実

施方法や実施時期を含め検討を行うとしていることから、現在、市有地Dを含めた民有地権者と将来の方向性の実現

に向けた仕組みづくりを勉強会や計画検討を重ねており、現在、協議会を設立し、より具体的な計画検討を始めたと

ころでございます。 

 以上でございます。 

 

青木委員長 

 山本委員。 

 

山本委員 

 まず、UIJ ターンなんですけども、いろいろやるということですけど、どうも市としてどう進めていくのかという

特徴があまりよく分からなかったんですけれども、実際に今までのUIJターンの取組で、来年度は3件を予定してい

るということですけれども、今までの実績というのはどれぐらいなのか、また道内の中でどれぐらいの位置を占めて

いるのか。北広島市としてUIJターンされた方というのは、石狩管内とか、市としてのところあたりでどれぐらいの

成果が出ているのかというところをお聞かせ願いたいと思います。 

 それから、西口の開発については、D 地域、元の夜間急病センターの跡地になると思うんですけれども、そこを先

行してやるということですけども、あそこについては一応、集合住宅、マンションを建てるという構想だったと思う

んですけれども、一つはあそこの周辺に建っているマンションの地権者も含めて意見交換されているのでしょうか。 

 それと、Cも D も集合住宅を建てていくということですけれども、今の人口増の見込み等の関係で、Cも D もマン

ションをこのまま建て続けていくということが、需要との関係で適正なのかどうかというあたりの検討もされている

のかどうか、お聞かせ願いたいと思います。 

 それから、地域活性化政策補助事業ですけれども、事業構想イノベーションラボについては補助金が集まっている

と。4,055 万円という金額は非常に大きいんですけども、それが集まっているということはすごいと思うんですけれ

ども、事業の実施主体と、それから寄附された人というか、企業との関係というのはどういう関係なのでしょうか、

お聞かせ願いたいと思います。 

 

青木委員長 

 下野課長。 

 

下野企画課長 

 私のほうから、UIJターン、地域活性化政策補助事業の再質問についてお答え申し上げます。 

 まず初めに、UIJターンの関係ですけれども、本市の実績としましては令和 3年度に 1件、令和 5年度に 1件、令

和6年度に5件となってございます。また、全道の状況ですけれども、こちらにつきましては札幌市と札幌市以外と

いう形でしか公表がされておりませんで、令和6年度につきましては札幌市が55件、札幌市以外については81件と

なっております。こちらの移住のパターンというか、支援の要件があるんですけれども、こちらについてはいずれも
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テレワーク型というものが一番多くなっておりまして、本市におきましてもテレワーク型がメイン、全てというふう

になっておりますので、こちら、札幌市への近さ、あるいは新千歳空港、千歳市への近さという交通の利便性という

ところをまたPRしてまいりたいと考えております。 

 続きまして、地域活性化政策補助事業ですけれども、こちらにつきましては実施主体と寄附事業者間で資本関係等

はないことを確認しております。 

 以上であります。 

 

青木委員長 

 牛島参事。 

 

牛島企画課参事 

 再質問にお答えします。 

 C 敷地の旧夜間急病センターの跡地に関しては、個別事業計画を策定していないものですから、内容がまだ確定し

ていない中で説明ができない状況ですので、個別事業計画を策定後、市民説明会、議会も含めて丁寧に説明してまい

りたいと考えております。 

 あと、マンション等の今の分譲、建物だけなのかという部分に関しては、現在の物価高騰や資材高騰もあります。

また、新駅や医療大学の移転だとかもありますので、分譲マンションがよろしいのか、賃貸がいいのかオフィスがい

いのかというのも含めて、今後検討してまいりたいと考えております。 

 以上です。 

 

青木委員長 

 山本委員。 

 

山本委員 

 もう一つ、聞き忘れていたんですけれども、地域活性化事業なんですけども、結局研究員を 20 名募集して入学し

てもらうということだと、事業構想大学院大学の学生募集にふるさと納税のお金を使っているように見えるんですけ

れども、それでも、この事業というのは地域の活性化に資すると考えているのかどうか、お聞かせ願いたいと思いま

す。 

 

青木委員長 

 下野課長。 

 

下野企画課長 

 ただいまの再質問にお答え申し上げます。 

 まず、この社会人向けの事業構想大学院大学についてでありますが、現在東京に本部がありまして、このほか、大

学院機能としては大阪、名古屋、福岡、仙台の4か所となっております。 

 今回、こちらの事業で実施するものについては、いわゆる常設の大学院ではなくて、プロジェクト研究、1 年単位

のものの機会の提供ということで、北海道のほうからこういった新たなイノベーションを起こせるような環境づくり

をしたいというようなご提案と、またそれに賛同いただいた寄附企業がありまして、北広島市からイノベーションの

創出拠点となるように取り組むということで考えております。 

 以上であります。 
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山本委員 

 地域活性化政策補助事業で留保します。 

 

青木委員長 

 分かりました。留保ですね。地域活性化政策補助事業で留保、承知いたしました。 

 ほかにございませんか。 

 藤田委員。 

 

藤田委員 

 それでは、2点、質問いたします。 

 地域公共交通計画推進事業、75 ページ、運転免許の返納、先ほどちょっと質問がありましたが、違う角度でお聞

きします。 

 令和6年度でこの事業におけるタクシー、バスの利用券の内訳、それから令和7年度の見込みをどう分析している

のか、お聞きをいたします。 

 それから、もう1点は契約に関する質問で、これはページ数なしでお聞きします。 

 令和6年度の公共事業の発注で、週休2日の対応の工事の発注の実績、それから令和7年度はどれくらい予定をし

ているのか、詳しくご説明をお願いします。 

 

青木委員長 

 下野課長。 

 

下野企画課長 

 私のほうから、地域公共交通計画推進事業についてお答え申し上げます。 

 令和 6年度の実績についてありますが、1月末現在で、申請者については 316名となっておりまして、配布した助

成券の内訳についてはバスが 163 冊、163 万円相当分、タクシーにつきましては 469冊、469万円分を配布したとこ

ろであります。 

 また、利用実績ですけれども、同じく 1 月末現在でバスが 1,297 枚、112 万 9,700 円分、タクシーについては、

5,938枚、296万9千円分の使用となっているところであります。 

 令和 7年度の見込みについてでありますが、バスにつきましては 1万 4,138枚分、タクシーにつきましては 8,576

枚分の助成ということで積算しているところであります。 

 以上であります。 

 

青木委員長 

 花田課長。 

 

花田契約管財課長 

 令和6年度発注工事における週休2日施行工事の実績についてでありますが、建設部で3件、水道部で8件、計11

件となっております。 

 また、令和7年度につきましては、現段階では今年度と同程度の件数を見込んでいるところであります。 

 以上でございます。 
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青木委員長 

 藤田委員。 

 

藤田委員 

 それでは、再質問します。 

 この運転免許返納で、いわゆるタクシーのほうがバスより申込みが多いということで、これは今までの利用の中身

は変わっていないと思うんです。いわゆるこの券をもらってから2年以内に使いなさいよということで、実態として、

この2年以内でどの程度使い切れているのか、タクシー、バスですね、それぞれどう分析しているのか、お答えくだ

さい。 

 それから、契約に関して、建設で3件、水道部で8件ということで工事を発注したわけですけれども、実際問題、

工事終了後に週休2日がきちっと守られているのかどうかというのは、市としてはどのように確認をしているのか、

そこをご説明願います。 

 

青木委員長 

 下野課長。 

 

下野企画課長 

 再質問にお答え申し上げます。 

 現在のところ、令和 5 年度に配布した分の執行率につきましては、タクシーについては 72％、バスについては

86.2％となっております。こちらについては、実際に外出の機会等様々な事情があろうかと思っておりますので、ま

た過去の平均の使用率と比べても遜色ない数字と考えております。 

 以上であります。 

 

青木委員長 

 花田課長。 

 

花田契約管財課長 

 週休2日の確認ということですけれども、今年度工事を実施した事業者に対して、実績の調査、アンケートも含め

た調査を行っております。現在、取りまとめを行っているところでありますけれども、大きな課題はおおむね発生し

ていないと認識しているところであります。 

 以上であります。 

 

青木委員長 

 藤田委員。 

 

藤田委員 

 運転免許返納で1点だけ質問します。 

 今、課長からのお話ですと、2 年間での利用率がタクシーで 72％、バスで 86％ということでしたけども、実際問

題もらった人からいけば、せっかく使える券ですから、使い切りたいというのが本音だと思うんですけれども、この

72％とか86％というのがおおむね十分だと見るのか、それとも100％近くまで使ってもらおうと思ったら、利用期間

2 年を 3年に延ばすとか、そういうことも検討していいんではないかなと思うんですけど、市としての現在の見解を

お聞かせ願いたいと思います。 
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青木委員長 

 下野課長。 

 

下野企画課長 

 ただいまのご質問にお答え申し上げます。 

 この事業につきましては、運転免許を返納された高齢者が自家用車から公共交通だったりタクシーの移行を円滑に

する目的で実施をしておりますので、移行期間としては2年間が現在のところは適当と考えております。 

 以上であります。 

 

青木委員長 

 以上で通告による質疑を終わります。 

 ほかに質疑はございませんか。 

（「なし」と呼ぶものあり） 

 

青木委員長 

 以上で、企画部財務部及び会計室所管分の質疑を終了いたします。 

 暫時休憩いたします。 

 

休 憩  午前11時25分 

再 開  午前11時25分 

 

青木委員長 

 休憩を解き、再開いたします。 

 次に、総務部、監査委員事務局及び選挙管理委員会事務局所管の総務費及び職員費の質疑を行います。 

 質疑のある方は挙手願います。 

 大迫委員。 

 

大迫委員 

 1点だけお聞きいたします。 

 予算書71ページ、防災訓練事業でございます。 

 いろんな地区で回り持ちで訓練をやっていますけども、令和7年度はどこの地区で訓練をするのかをお聞きします。 

 

青木委員長 

 緑川危機管理課長。 

 

緑川危機管理課長 

 大迫委員のご質問にお答えいたします。 

 令和 7 年度に計画をしております訓練につきましては、6 月に庁舎内において災害対策本部訓練を、7 月に防災セ

ンター周辺において水防訓練を、9月に防災食育センターにおいてセンターの運営訓練を、令和 8年 2月頃に本庁舎

及び西部地区において、避難所開設運営訓練を実施する予定としております。 

 避難所開設運営に係る実動訓練につきましては、令和6年度と同様、ペット同行避難と併せて、地域の住民の方に

も参加いただく方向で検討しているところです。 
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 また、災害対策本部訓練を除く各種の訓練におきましては、地域の防災力向上を図るため、市内在住の北海道地域

防災マスターや防災士の方々に対しまして直接訓練参加に係るご案内をお送りし、連携の強化に努めてまいりたいと

考えております。 

 以上であります。 

 

青木委員長 

 大迫委員。 

 

大迫委員 

 市内在住の防災マスターも加えるという答弁でしたけれども、それらの防災マスターに対するご案内というのは、

北海道からアドレスをもらっているということでよろしいんですか。それで、個別に案内をするということでよろし

いんですか。 

 

青木委員長 

 緑川課長。 

 

緑川危機管理課長 

 防災マスターの名簿等につきましては、北海道のほうと連携をしながら協力を得られているところであります。 

 以上であります。 

 

青木委員長 

 ほかにございませんか。 

 人見委員。 

 

人見委員 

 私から1点質問いたします。 

 障がい者雇用創出事業、予算書63ページの附属資料8ページです。 

 令和7年度の予算が前年を300万円ほど上回っているんですが、これは令和6年度においても拡大の事業の対象だ

ったと思うんですけど、毎年増え続けているのかなと、この障がい者の雇用が増えることはいいことなんですけど、

その辺についてお尋ねします。 

 

青木委員長 

 佐藤職員課長。 

 

佐藤職員課長 

 人見委員のご質問にお答え申し上げます。 

 令和7年度の障がい者雇用創出事業、事業費が増えているということで、実は雇用の予定の人数は令和6年度と同

様に 11 人の雇用を予定して予算措置を行っているところでございますけれども、令和 6 年度に国の人事院勧告に伴

う本市の給与改定がありまして、予算措置する会計年度任用職員の報酬につきましては 12.1％の増、それから期末

勤勉手当が0.1か月分増額改定となったということでございますので、報酬とか手当、共済費などの会計年度任用職

員に係る人件費が増加したということで、300万円強の増になっているというところでございます。 

 以上でございます。 
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青木委員長 

 人見委員。 

人見委員 

 では、再質問いたします。 

 人数が 11 名で変わらないということでしたけども、今、障がい者の雇用予定人数とかがあると思うんですけれど

も、それに対する応募状況とかというのはどのような状況なのか、その辺についてお尋ねします。 

 

青木委員長 

 佐藤課長。 

 

佐藤職員課長 

 お答え申し上げます。 

 現在、令和6年度も11人の予定枠で進んでおります。事情があり1名は令和6年11月末で退職しましたので、今

11人の枠で 10人雇用しているという状況に今はなっております。令和 7年度につきましても、引き続き募集の手続

を新年度が明けてから進めてまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

 

青木委員長 

 ほかにございませんか。 

 鶴谷委員。 

 

鶴谷委員 

 2点、質問いたします。 

 まず、DX推進事業です。拡大分として予算書のほうは71ページ、附属資料は42ページです。 

 計上額が1億8,931万5千円ということになっています。自治体システム標準化対応及びガバメントクラウド移行

を行うということですけども、まず、システム管理経費については、DX 推進に関すること全般的に多額な予算とな

る傾向が多いと認識していますけれども、2025年度の拡大分の予算増について説明をお願いいたします。 

 次に、防災資機材整備事業です。予算書71ページ、附属資料は24ページです。 

 こちら、防災資機材の更新や整備の内容について伺います。 

 

青木委員長 

 寺岡総務部次長。 

 

寺岡総務部次長 

 ただいまのDX推進事業のご質問につきましてお答え申し上げます。 

 今回増額しました予算につきましては、国がしばらく前から推進しております自治体システム標準化に基づき、実

施期限である令和8年3月末までに、本市の各種システムを移行するための経費となっております。当該経費の合計

額としては、今回拡大分で計上した分と既存の分を含めまして、1億 9,235万 1千円を計上しておりますが、この全

額が国のデジタル基盤改革支援補助金により補填される想定でございます。 

 以上でございます。 
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青木委員長 

 緑川課長。 

 

緑川危機管理課長 

 私のほうからは、防災資機材の方針、整備についてお答えいたします。 

 まず、令和6年度に整備した資機材の数量と備蓄先でありますが、賞味期限超過により毎年入替えが必要となる備

蓄食糧として、7年間保存できるパンを 1千食、アルファ化米を 1,100食、レトルト保存食を 450食整備したほか、

避難空間確保のための室内用テント及び簡易ベッド 18 組などを追加整備し、食料につきましては、防災食育センタ

ー、広葉交流センターいこ～よ及び防災センターに、その他の備蓄品につきましては、市内の備蓄庫及び備蓄物置な

どに保管をしたところです。 

 令和7年度におきましても、これまでと同様の品目につきまして備蓄の増強を進めてまいりますが、国の避難所に

おけるトイレに係るガイドラインなどの改定などを踏まえまして、簡易トイレや使い切りの収納袋の増加についても

図っていくこととしております。 

 以上であります。 

 

青木委員長 

 鶴谷委員。 

 

鶴谷委員 

 再質問いたします。 

 DX 推進事業についてです。自治体システム標準化の対象標準化以降ということで、こちら、対象となる業務に関

してはこれまでも説明を受けていますが、住民基本台帳や税のこと、国保や福祉など 20 業務ということで、これは

本市に限らず全国的に移行が進むということですけれども、全国的にとなると、相当なデータを取り扱うということ

になると推察しますが、本市において、期限などは先ほど説明にもありましたけれども、作業スケジュール的に問題

は生じることはないのかどうか、確認いたします。 

 次に、防災資機材整備事業についてです。次年度予算においても、昨今いろんなものが価格高騰していますが、必

要なものを整備していくということで、ご説明について理解いたしました。 

 1 月末に、西の里のほうで避難所開設訓練が行われました。私も参加したんですけれども、灯油ストーブを設置し

て点灯したり、あと発電機器を稼働したり、それに付随して照明器具の点灯の状況を参加者や職員の方と確認したと

いうことで、訓練を経ていろいろな気づきなどがあったかと思います。 

 防災資機材の不足する備蓄品や課題について、この防災訓練を経てどのように捉えているのか、伺います。 

 

青木委員長 

 寺岡次長。 

 

寺岡総務部次長 

 ただいまのDX推進事業の再質問についてお答え申し上げます。 

 委員が指摘されましたとおり、スケジュールに遅れがないのかどうかといったところは非常に大事であると我々も

捉えておりまして、本市の様々なシステムにつきましてはいろいろな課で事業者と契約しているものでありますが、

いずれの打合せに関しても DX 推進課のほうで一緒に参加いたしまして、各事業者へのヒアリングを行ってきており

ます。 

 今のところ、先行事例などの実績を踏まえて、全て間に合う予定ということで事業者とは聞いておりますが、今ま
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でも機器の供給がなかなかうまく進まないといった外的な要因であるとか、様々な要因でスケジュールが動くリスク

というのもあることも承知しております。事業者とは綿密にこれからも連携を取りまして、何よりも市民サービスが

止まらないことを最優先に、これからも取組を続けてまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

 

青木委員長 

 緑川課長。 

 

緑川危機管理課長 

 鶴谷議員の再質問にお答えいたします。 

 訓練を通じた教訓として、防災資機材の品目の不足について感じたことはございませんが、得られた教訓等につき

ましては、避難所開設運営マニュアル等の実際的なマニュアルに落とし込んでいきたいと考えているところでありま

す。 

 以上であります。 

 

青木委員長 

 鶴谷委員。 

 

鶴谷委員 

 分かりました。 

 DX推進事業についてもう1点質問したいと思います。 

 住民サービスの利便性の向上ということで、今お話がありましたけれども、この端末やインターネット、こういう

デジタル機器の、情報のデジタル化が進むとともに、市民がそのサービスに触れる際には、利用に関して、利用でき

る、できないも含めた格差というんでしょうか、デジタルデバイドという言葉があるようなんですけれども、そちら

を解消する取組も並行して必要になっていくのではないかと考えます。 

 市では、DX プロジェクトチームを設置されていろいろな検討が進められていると思いますけれども、そうした中

において、デジタルデバイドの解消に向けた取組に関してどのように検討を進めているのか、見解を伺います。 

 防災資機材整備事業について、もう1点伺いたいと思います。 

 この整備される備蓄品は毎年更新されて確保されていると認識していますけれども、万が一の災害対応時に有効に

活用されるには、避難所開設を担当する職員はもちろん、地域の住民の方に資機材の内容について、使い方について

も広く共有することが重要ではないかと考えます。 

 次年度の避難所開設訓練に向けて、また市民、地域住民へのそうした周知についてどのように取り組んでいくのか、

見解を伺います。 

 

青木委員長 

 寺岡次長。 

 

寺岡総務部次長 

 ただいまのご質問にお答え申し上げます。 

 委員がおっしゃるように、デジタルデバイドという問題は、非常に根深い問題として本市に限らずあちこちでも議

論が進んでいるところかと思います。国のほうでも、デジタルデバイドの解消に向けた様々な施策を打とうとしてお

りますけれども、市の独自の取組としても今後必要になってくるんじゃないかといったニーズについては把握してお
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りますので、現状まだかっちりしたものを体制としてはつくっておりませんけれども、次年度以降の課題として今後

検討してまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

青木委員長 

 緑川課長。 

 

緑川危機管理課長 

 再質問にお答えいたします。 

 地域の住民の方への訓練参加に関する周知につきましては、今年度同様、ホームページや広報紙を通じた広報に努

めるほか、連合町内会や町内会、自治会長等へ直接ご案内を送付することにより、参加者の拡大を図ってまいりたい

と考えております。 

 以上であります。 

 

青木委員長 

 ほかにございませんか。 

 山本委員。 

 

山本委員 

 まず、防災資機材整備事業なんですけれども、今、鶴谷委員からの質問でいろいろ答えられたと思うんですけれど

も、特にトイレの部分については、能登半島の教訓から、国のほうもトイレについては大幅に改善しないと大変なこ

とになるということで、今回改定になったと思うんですけれども、実際に市がトイレの整備をされる数量なんですけ

れども、どれぐらい対象人数が何日間、いろんな形で不便な状況に置かれるということを想定して備えられているの

か、お答え願いたいと思います。 

 それから、次に、自主防災組織の育成事業なんですけれども、これ、自主防災組織の組織を進めているんですけれ

ども、状況としては進んでいるのか、どれぐらいまで組織化されてきているのか、また、組織化の今後の目標と取組、

その上でどういうことが課題になってきているのか、お聞かせ願いたいと思います。 

  

青木委員長 

 緑川課長。 

 

緑川危機管理課長 

 山本委員のご質問にお答えをいたします。 

 トイレの備蓄についてでありますが、現在3万数千回分のおトイレを保有しているところでありまして、これは避

難者が 1 日 5 回使用するとして、複数回の使用で 2 ないし 3 回ということになりますので、これを複数回ではなく

て、1回1回の使い切りで3日分の保有を目指して逐次、備蓄を進めていきたいと考えております。 

 続きまして、自主防災組織の育成事業についてでありますが、自主防災組織の現状についてでありますが、令和 6

年4月1日現在、自主防災組織の人口カバー率は86％となっておりまして、153単位町内会中119戸単位町内会にお

いて自主防災組織が編成されている状況となっております。 

 組織化に当たっての課題でありますが、大曲地区では組織率100％であるのに対し、東部地区では64％にとどまる

など、各地区で組織率に偏りが見られることが挙げられます。これは、自主防災組織の必要性に対する認識に差があ

るものと考えられますことから、令和7年度の目標は、組織率の低い地区の組織化促進を進めてまいりたいと考えて

おります。 
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 このため、具体的な取組といたしまして、組織化されていない自治会、町内会への啓発活動を通じて、関心を持っ

ていただくことを目的として、自治会長等に対する自主防災組織結成に係る勧奨や、制度の周知を継続して実施をす

るとともに、自主防災組織未整備地区に対する啓発活動のため、要請によらず、こちらから出張した防災講座などを

実施することについても検討してまいりたいと考えております。 

 以上であります。 

 

青木委員長 

 山本委員。 

 

山本委員 

 今、トイレは3日分ということなんですけれども、この簡易トイレ自体が3日分そろえられているということです

よね。袋の部分は計算されていないということですか。それがちょっと分からないんですけれども。 

 それと、自主防災組織なんですけれども、これ、大曲は100％ですけれども、東部が64％ということなんですけど、

それ以外の西の里、東部というのは団地も含めての地域として考えていいんでしょうか。その団地地域も含めて

64％ということなんでしょうか。 

 それから、西の里なんかについてはどうなのかということをお聞かせ願いたいと思います。 

 出向かれて行かれるということは本当に大事だと思うんですけれども、特になかなか自治会としてもやる必要はあ

ると考えているんだけど、なかなか取り組めないというような自治会なんかに対しては、どういうところがネックに

なっているのかというあたりを分析されていれば、お聞かせ願いたいと思います。 

 

青木委員長 

 緑川課長。 

緑川危機管理課長 

 山本委員の再質問についてお答えいたします。 

 まず、トイレでありますが、トイレの本体につきましては500強を備えているところでありまして、先ほどの3万

数千というのは、収納袋であります。さらにこの収納袋の数の増強を図ってまいりたいというふうに考えております。 

 続きまして、自主防災組織の編成率でありますが、先ほど東部地区 64％と申し上げましたが、団地地区で 82％、

西部地区で 57％、西の里地区で 85％となっております。80％を超えております団地地区、西の里地区につきまして

は、これまで同様のアプローチをいたしますとともに、東部地区、西部地区等につきましては、先ほどお答えした方

法をもって啓発に努めてまいりたいというふうに考えております。 

 以上であります。 

 

青木委員長 

 山本委員。 

 

山本委員 

 これなんですけれども、能登半島のときの地震災害で非常に問題になったのは、収納袋で対応するというのが実際

にはかなり現実的でないということも聞いているんですよね。要するに、1回 1 回汚物を袋に入れて、それをどこに

捨てるんだと、どこに置くんだというところが非常に大きな問題になっていると私も聞いております。そういう意味

では、簡易トイレの増設も含めて収納袋だけで対応していくというのはかなり厳しいんじゃないかなと。 

 しかも、これ、3 日間来ないと、対応しなきゃいけないということを想定しているということなんですけど、現実

的にはかなり厳しい状況じゃないかなと思うんですけれども、そこら辺をもうちょっと検討されて見直しされたらい
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いんじゃないかなと思うんですけれども、見解をお伺いします。 

 それから、2 回目のときに、進んでいない自治会に言っていくときに、特に意欲はあるんだけど、なかなか進まな

いというところは、どこら辺がネックになっているのかというのを分析されていたら、見解をお願いしたいと思いま

す。 

 

青木委員長 

 緑川課長。 

 

緑川危機管理課長 

 山本委員の再質問にお答えをいたします。 

 まず、トイレについてでありますが、3日間、政府等からのプッシュ型支援が届かないという前提で 3日分を備蓄

しようと考えているところではありますが、努めて早くコンテナトイレやプレハブ型のトイレ等を避難所に設置がで

きるように、より多く北広島市以外に地盤を持つレンタル業者等と災害時応援協定を進めているところであります。 

 続きまして、防災組織についてでありますが、やはり地域によりましては高齢化が進んでいるために実効的な活動

ができないんではないかといった声も聞かれますし、あるいは町内会活動自体が不活発なために関心がないといった

ようなところも問題というふうに考えております。 

 以上であります。 

 

青木委員長 

 ほかにございませんか。 

 藤田委員。 

 

藤田委員 

 それでは、2点、お聞きをいたします。 

 防災費で、68 ページで、毎年聞いていますが、これは NTT のご協力をいただいて災害時用の公衆電話、新年度の

増設予定は何台を見込んでいるのか、お答えください。 

 次に、職員費、202ページ、本市の市職員の有給取得率の令和 6年度の状況と 7年度の目標に対してどう取り組も

うとしているのか、説明願います。 

 

青木委員長 

 緑川課長。 

 

緑川危機管理課長 

 藤田委員のご質問にお答えいたします。 

 私からは災害時公衆電話についてでありますが、災害時公衆電話の設置につきましては、これまで市民会館やファ

ミリー体育館などの指定避難所施設12か所及び指定福祉避難所施設2か所に対し、計16回線を整備してきたところ

ですが、令和6年度中に指定避難所となる小中学校5校の体育館に対する工事を完了する予定であります。 

 令和7年度につきましては、引き続き、残り小中学校9校を含めた避難所施設を対象に、努めて多くの回線を設置

できるようNTTと調整を進めてまいりたいと考えております。 

 以上であります。 
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青木委員長 

 佐藤課長。 

 

佐藤職員課長 

 藤田委員のご質問にお答え申し上げます。 

 令和6年度の年次有給休暇の取得状況についてということでございますけども、本年の2月28日、2月末時点にお

きましては、1 人当たり 12.2日となっておりまして、昨年の同時期が 11.6 日でありましたので、0.6 日取得期間が

延びている状況となっております。 

 令和7年度の目標ということで、年次有給休暇の取得目標につきましては、仕事と子育ての両立支援などの次世代

育成支援や女性職員の活躍推進のために策定した特定事業主行動計画におきまして、年間の取得日数を 15 日と目標

としているところでございます。令和 5 年度の決算値で、13.2 日の有給取得状況となっておりまして、先ほど答弁

したとおり、今年については2月28日で12.2日ということで、目標達成にあと少しという状況にはなっているとこ

ろでございます。 

 これまで管理職を含めた職員のワークライフバランスに向けた意識醸成だとか、職員の意識の変化などを促す取組

を引き続き進めてまいりまして、何とか目標の達成に近づけていきたいと考えております。 

 以上でございます。 

 

青木委員長 

 藤田委員。 

 

藤田委員 

 それでは、再質問します。 

 今、課長のほうから災害時用の公衆電話で、小中学校に2か年ぐらいかけて設置を進めたいという説明がありまし

たけども、とりあえず今予定されている学校が決まっているのであれば、学校名をお答えいただければと思います。 

 それから、有給取得率、課長の説明では目標に近づいているという今説明でしたけれども、働き方改革を進めると

いうことと、それから昨今は公務員の採用に関しても、民間との比較やら、いろんな意味で公務員といえどもなかな

か採用が、対応が苦慮しているという自治体も増えてきています。 

 そういう意味からいくと、選ぶ側の学生さん等からすると、この市町村はどれくらい有休をきちんと取らせてもら

えるんだろうか、そんなことも一つの判断材料にされているかも分かりませんということからいって、今後いわゆる

有給の取得をしやすい市としての取組はどんなことを考えているのか、答えられる範囲でお答えください。 

 

青木委員長 

 緑川課長。 

 

緑川危機管理課長 

 藤田議員の再質問にお答えをいたします。 

 まず、災害時用公衆電話、今年度設置箇所でありますが、東部小学校、双葉小学校、西の里中学校、大曲小学校、

西部小学校の計5校を予定しているところであります。 

 以上であります。 

 

青木委員長 

 佐藤課長。 
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佐藤職員課長 

 再質問にお答え申し上げます。 

 年次有給休暇の取得目標を決めた、先ほどの特定事業主行動計画の中では、年次有給休暇の取得のための具体的な

取組として、所属長が率先して休暇を取得するとともに事務処理の総合応援体制を整えること、休暇取得について日

頃から職員に声がけをすること、それから長期休日、卒業式などのイベント時に休暇を取得できるように働きかける

ことなどの所属長の取組のほか、全ての職員が職場全体の協力体制の重要性を意識し、休暇を取得しやすい雰囲気づ

くりに努めるものとして、計画のほうで記載しているところでございます。 

 今後も採用の関係もありまして、本市につきましては一般職についてはまだ募集のほうが結構来ていただいている

んですけれども、技術職になるとなかなか厳しい状況もあるということで、こういう年次有給休暇の取得の取組だと

か、福利厚生面なども学生にセミナーなどで訴えていきながら、採用活動もしていきたいと考えております。 

 以上でございます。 

 

青木委員長 

 以上で通告による質疑を終わります。 

 ほかに質疑はございませんか。 

（「なし」と呼ぶものあり） 

 

青木委員長 

 以上で、総務部、監査委員事務局及び選挙管理委員会事務局所管分の質疑を終了いたします。 

 以上をもちまして、本日予定の審査は終了いたしました。 

 お諮りいたします。本日の委員会はこの程度にとどめたいと思いますが、ご異議ございませんか。 

（「異議なし」と呼ぶものあり） 

青木委員長 

 ご異議なしと認めます。本日はこれにて散会といたします。大変お疲れさまでした。 

 

午前11時58分 

 

委員長 


